(別添様式１- １)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：社会福祉諸費
	事業名: 福祉メディアステーション運営費補助金（単補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加担当　電話番号：058-272-1111（内2614）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：17,350千円（前年度予算額：18,504千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・障がい者のIT技能取得を支援し、社会参加と新たな就労や経済的自立を促進する。

＜事業内容＞

○福祉メディアプラザ事業
　　・福祉ﾒﾃﾞｨｱｽﾃｰｼｮﾝ全体の運営
  ○福祉メディア実習室事業
　　・障がい者を対象とした初心者・初級者研修を常時開設
　　・各種パソコン関連資格の取得を目的とした人づくり研修の実施
    ・「聴覚障がい者マルチメディア実習事業」を実習室事業の中で実施
　○就労支援事業
　　・在宅ワーカーに対する在宅就労支援事業
　　・在宅ワーカーに対する研修事業
　○在宅重度障がい者のためのコンピューターネットワークを活用したIT技術習得訓練
	２　所要経費


17,350千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


H6.3　第５次総合計画策定　　→ソフトピアの整備
　H7.3　県障害者基本計画策定　→マルチメディアの活用
H8.4　（財）県身体障害者福祉協会及び（財）県いきがい長寿財団が母体となり任意団体「福祉メディアステーション」を設立（会長：松井逸朗　県身障協会会長）
　H8.6　　　ソフトピアのオープンにあわせ、同所オープン
　H10.10　　就労支援部門「バーチャルメディア工房」設立
　H12.8　 　研修部門「福祉メディア実習室」設立
　H16.8　 　就労支援部門「バーチャルメディア工房」がNPO法人化により分離独立
  H19.4　 　任意団体「福祉メディアステーション」を解散し、清算後身障協会に統合
	３　これまでの取組に対する評価


・本事業により、障がい者がＩＴ技能を取得し、自立と社会参加を進めるとともに、就労の機会を得ていることから、継続して実施している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源
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予算額
	18,505
	     
	
	
	
	
	
	
	18,504

	要求額
	17,350
	     
	
	
	
	
	
	
	17,350

	決定額
	17,350
	     
	
	
	
	
	
	
	17,350


